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(57)【要約】
【課題】
環境負荷を低減することができ、安全性を向上させることができる吸着材の製造方法を提
供する。
【解決手段】
吸着材前駆体が有するエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物とを、ソルビタンモ
ノラウラート等の界面活性剤を水に混合した水溶媒中で反応させることにより、吸着材前
駆体にキレート形成基を導入して吸着材を得る。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エポキシ基を有する吸着材前駆体に、キレート形成基を導入する吸着材の製造方法であ
って、前記吸着材前駆体のエポキシ基と、前記キレート形成基を有する化合物とを、界面
活性剤含有水溶媒中で反応させることにより、前記キレート形成基を導入することを特徴
とする吸着材の製造方法。
【請求項２】
　前記キレート形成基を有する化合物が、ヒドロキシアルキルアミン類であることを特徴
とする請求項１記載の吸着材の製造方法。
【請求項３】
　請求項１又は２の方法で製造された吸着材。
【請求項４】
　ホウ素イオン又はヒ素イオンとキレート形成することを特徴とする請求項３に記載の吸
着材。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は吸着材の製造方法及び吸着材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、ホウ素イオンとキレート形成可能なＮ－メチル－Ｄ－グルカミン基等をキレ
ート形成基として基材に導入した吸着材が知られている。
【０００３】
　キレート形成基の導入にあたり、基材に直接キレート形成基を導入することが難しい場
合には、キレート形成基を導入可能な前駆体を作成して導入することが常法である。例え
ば、特許文献１では、繊維（基材）が有する反応性官能基に、グリシジルメタクリレート
やグリシジルアクリレート等のエポキシ基を有する化合物を反応させて、エポキシ基を有
する前駆体を作成した後、Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミンを反応させることによって、Ｎ－
メチル－Ｄ－グルカミン基を繊維に導入する方法を報告している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開2000-24425号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　エポキシ基を有する前駆体にキレート形成基を導入する反応系においては、イソプロパ
ノールや１，４－ジオキサンを溶媒として用いた反応系が主流である。これら溶媒はＰＲ
ＴＲ法で定められている発がん性物質の対象となっているため、これらを工業的に扱う際
には、廃液などの生成による環境負荷や作業者の健康面に配慮することが重要である。
【０００６】
　本発明は、以上のとおりの背景から、環境負荷を低減することができ、安全性を向上さ
せることができる吸着材の製造方法及び吸着材を提供することを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明の吸着材の製造方法は、エポキシ基を有する吸着材前
駆体に、キレート形成基を導入する吸着材の製造方法であって、前記吸着材前駆体のエポ
キシ基と、前記キレート形成基を有する化合物とを、界面活性剤含有水溶媒中で反応させ
ることにより、前記キレート形成基を導入することを特徴とする。
【０００８】
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　この吸着材の製造方法においては、前記キレート形成基を有する化合物が、ヒドロキシ
アルキルアミン類であることが好ましい。
【０００９】
　本発明の吸着材は、上記した方法で製造されてなる。
【００１０】
　この吸着材は、例えば、ホウ素イオン又はヒ素イオンとキレート形成可能である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、キレート形成基の導入に際して有機溶媒を使用しないため、環境負荷
を低減することができ、安全性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】フッ素系界面活性剤含有水溶媒を用いて製造した吸着材におけるキレート形成基
（グルカミン基）の転化率を測定した結果である。
【図２】Span 20含有水溶媒を用いて製造した吸着材におけるキレート形成基（グルカミ
ン基）の転化率を測定した結果である。
【図３】Tween 20含有水溶媒を用いて製造した吸着材におけるキレート形成基（グルカミ
ン基）の転化率を測定した結果である。
【図４】SDS含有水溶媒を用いて製造した吸着材におけるキレート形成基（グルカミン基
）の転化率を測定した結果である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は、吸着材前駆体が有するエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物とを、
界面活性剤含有水溶媒中で反応させることにより、吸着体前駆体にキレート形成基を導入
している。このようにして製造された吸着材は、キレート形成基を有しており、このキレ
ート形成基の種類を選定することにより、ホウ素イオン、ヒ素イオンなど、様々なキレー
ト形成イオンを補足することができる。
【００１４】
　本発明の製造方法に用いられる吸着材前駆体は、エポキシ基を有しており、キレート形
成基が導入可能とされている。このような吸着材前駆体は、例えば、吸着材の主体を構成
する基材に、エポキシ基が導入されている。
【００１５】
　基材は、例えば合成樹脂や天然高分子等の高分子材料で構成される。合成樹脂としては
、例えばポリエチレン、ポリプロピレンなどを原料とするポリオレフィン系のもの、ポリ
塩化ビニルなどを原料とするハロゲン化ポリオレフィン系のもの、ポリビニルアルコール
などを原料とする分子鎖中に水酸基を有するポリオール系のものなどが挙げられる。天然
高分子としては、キチン、キトサン、セルロース、デンプンなどを原料とするものが挙げ
られる。
【００１６】
　基材の形態としては、特に制限されない。例えば、粒状や繊維状（糸状）であってもよ
いし、繊維の集合体である織布や不織布であってもよい。水中の有用金属や有害金属を捕
集する吸着剤としての利用を考慮すると、シート状の織布や不織布は効率良く金属を捕集
、吸着することができるので望ましい形態である。
【００１７】
　基材が繊維状の高分子材料で構成される場合、芯成分と鞘成分とが異種材料で構成され
ている芯鞘構造を有するものを用いることができる。例えば芯成分がポリプロピレン、鞘
成分がポリエチレンである芯鞘構造を有する高分子材料を例示することができる。また、
中空構造を有する高分子材料を用いることもできる。
【００１８】
　上記した基材にエポキシ基を導入する方法としては、例えば、基材が有する反応性官能
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基（例えば、ヒドロキシ基、アミノ基、カルボキシル基、イミノ基等）に、エポキシ基を
有するビニル基含有重合性モノマーを反応させることで、エポキシ基を導入することがで
きる。
【００１９】
　また、エポキシ基を有するビニル基含有重合性モノマーを放射線グラフト重合すること
によってもエポキシ基を導入することができる。この方法では、エポキシ基を有するビニ
ル基含有重合性モノマーによって形成されたグラフト鎖が、基材に導入される。このグラ
フト鎖は、エポキシ基を含むものである。このようなグラフト鎖を有する基材は、公知の
放射線グラフト重合法（例えば、電子線前照射法、γ線照射法など）に従って製造される
。
【００２０】
　エポキシ基を有するビニル基含有重合性モノマーは、具体例として、（メタ）アクリル
酸グリシジル、アリルグリシジルエーテル、グリシジルビニルエーテル、２－ビニルオキ
シラン、（メタ）アクリル酸２－メチルオキシラニルメチル、イタコン酸ジグリシジル、
ペンテン酸グリシジル、ヘキセン酸グリシジル、ヘプテン酸グリシジル等が挙げられる。
【００２１】
　本発明は、上記のとおり、吸着材前駆体が有するエポキシ基と、キレート形成基を有す
る化合物とを界面活性剤含有水溶媒中で反応させることにより、エポキシ基を開環させ、
吸着体前駆体にキレート形成基を導入している。
【００２２】
　キレート形成基は、吸着材の吸着対象とキレート形成する基であり、代表的には、グル
カミン基等のヒドロキシアルキルアミノ基を挙げることができる。また、イミノ二酢酸基
などのカルボン酸誘導体やオール基、アミン基等、またはこれらのポリマーも挙げること
ができる。
【００２３】
　上記した反応系に用いられるキレート形成基を有する化合物は、吸着材前駆体が有する
エポキシ基と反応させることによりキレート形成基を導入できるような化合物である。例
えば、ポリヒドロキシアルキルアミン等のヒドロキシアルキルアミン類が挙げられる。具
体例として、Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミン等、グルカミン構造の化合物を挙げることがで
きる。また、イミノ二酢酸、２，２’－イミノ二エタノール、２－アミノ－２ヒドロキシ
メチル１，３プロパンジオール、ジ－２－プロパノールアミン等も例示できる。
【００２４】
　上記した反応系に用いられる界面活性剤含有水溶媒は、界面活性剤が水に混合されてい
る、水を主とする溶媒である。
【００２５】
　水は、蒸留水、イオン交換水、純水、超純水等が挙げられる。
【００２６】
　界面活性剤は、フッ素系、ノニオン系、アニオン系、カチオン系各種のものを用いるこ
とができる。
【００２７】
　フッ素系界面活性剤としては、例えば、構造式、Ｒｆ－（Ｘ）ｎ－Ｙで表わされるもの
を用いることができる。ここで、Ｒｆは、フッ素原子を１個以上有する直鎖又は分岐鎖を
有する炭化水素基であり、炭化水素基は、アルキル基又はアルケニル基である。Ｒｆは、
パーフルオロアルキル基またはパーフルオロアルケニル基でもよい。Ｒｆの炭素数は、好
ましくは５～１８、より好ましくは、５～１３である。Ｘは、フッ素原子、酸素原子、窒
素原子を含んでいてもよい２価の有機基である。ｎは、０又は１の整数である。Ｙは、親
水基である。親水基は、スルホン酸基（－ＳＯ３Ｍ）、オキシスルホン酸基（－ＯＳＯ３

Ｍ）、カルボン酸基（－ＣＯＯＭ）、リン酸基（－ＰＯ３Ｍ）、アミノ基（－ＮＲ３Ｚ）
、オキシアルキレン基、又はオキシアルキルアミン基である。ここで、Ｍは、水素原子、
アルカリ金属原子、又はアンモニウム基である。Ｒは、炭素数１～５のアルキル基である
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。Ｚは、ハロゲン原子である。このようなフッ素系界面活性剤の具体例として、フルオロ
アルキルカルボン酸、パーフルオロアルキルカルボン酸、パーフルオロアルキルカルボン
酸塩、パーフルオロアルキルスルホン酸塩、パ－フルオロアルキルスルホンアミド誘導体
、パ－フルオロアルキルイミダゾリジン誘導体、パ－フルオロアルキルアミン塩、パーフ
ルオロアルキルリン酸エステル、パ－フルオロアルキル第４級アンモニウム塩、パーフル
オロアルキルベタイン、パーフルオロアルキルアミンオキサイド、パーフルオロアルキル
エチレンオキサイド付加物、パ－フルオロアルキル硫酸エステル塩、ポリオキシエチレン
パ－フルオロアルキルフェノ－ル、パ－フルオロアルキルカルボン酸ソルビタンエステル
等もしくは、パーフルオロアルケニル基含有のポリオキシエチレンを有するノニオン型界
面活性剤、パーフルオロアルケニルスルホン酸塩、パーフルオロアルケニルカルボン酸塩
、パーフルオロアルケニルジカルボン酸塩、パーフルオロアルケニルリン酸エステル、パ
ーフルオロアルケニル4級アンモニウム塩、パーフルオロアルケニルアミン塩、パーフル
オロアルケニル基含有の４級アンモニウム塩とカルボン酸を有するベタイン型等が挙げら
れる。
【００２８】
　ノニオン系界面活性剤としては、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソル
ビタン脂肪酸エステル等が挙げられる。ここで、ソルビタン脂肪酸エステル又はポリオキ
シエチレンソルビタン脂肪酸エステルのアシル基は、直鎖又は分岐鎖を有し、炭素数が、
好ましくは５～２２、より好ましくは８～１８である。また、炭素数１０～２０のアルキ
ル基を有するポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテルを挙げることもできる。
【００２９】
　アニオン系界面活性剤としては、炭素数１０～２０のアルキル基を有する、モノアルキ
ル硫酸塩、アルキルベンゼンスルホン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルスルホ
ン酸塩等が挙げられる。
【００３０】
　カチオン系界面活性剤としては、炭素数６～２２のアルキル基を有する、アルキルトリ
メチルアンモニウム塩、ジアルキルジメチルアンモニウム塩、アルキルベンジルジメチル
アンモニウム塩等が挙げられる。
【００３１】
　上記した界面活性剤は、単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。
【００３２】
　上記した界面活性剤は、なかでも、パーフルオロアルキルベタイン、ソルビタン脂肪酸
エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステルおよびモノアルキル硫酸塩から
選ばれる少なくとも１種が好ましい。
【００３３】
　界面活性剤含有水溶媒中の界面活性剤の割合は、キレート形成基を有する化合物や界面
活性剤の種類に応じて適宜決定することができる。例えば、界面活性剤含有水溶媒中の界
面活性剤の割合を、０．１～６０ｗｔ％とすることができる。より好ましくは２～５０ｗ
ｔ％であり、なかでも２～４０ｗｔ％が望ましい。
【００３４】
　吸着材前駆体が有するエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物との反応は、例え
ば、界面活性剤含有水溶媒にキレート形成基を有する化合物を溶解し、次いでエポキシ基
を有する吸着材前駆体を浸漬することによって行う。反応条件は、例えば、反応時間３０
分～２０時間、反応温度２０℃～８５℃とすることができる。このようにして反応させる
ことで、吸着材前駆体が有するエポキシ基が開環して、キレート形成基が導入され、吸着
材が得られる。キレート形成基をより効果的に導入する観点から、反応時間は３～８時間
、より好ましくは４～６時間とすることが望ましい。また、反応温度は、６０～８５℃と
することが望ましい。
【００３５】
　また、この反応においては、吸着材前駆体の重量と同量以上の反応液（界面活性剤含有
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水溶媒にキレート形成基を有する化合物を溶解した液）を用いることができる。例えば、
吸着材前駆体と反応液とを１：１～１：５００の重量比で反応させることができる。以下
、吸着材前駆体が有するエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物との反応において
、吸着材前駆体と反応液との重量比を、固液比とも称する。
【００３６】
　キレート形成基の導入の反応においては、界面活性剤含有水溶媒を用いており、従来か
ら用いられているイソプロパノールや１，４－ジオキサン等の有機溶媒が不要である。こ
のため、廃液処理の問題を排除することができ、環境保護に資することとなる。また、作
業者の健康面に与える影響を低減できるなど、安全性を向上させることができる。
【００３７】
　得られた吸着材は、導入されているキレート形成基を適宜選択することにより、各種の
金属や半金属を吸着することができる。例えば、キレート形成基がポリヒドロキシアルキ
ルアミノ基であれば、ホウ素イオンやヒ素イオンとキレート形成可能であるため、ホウ素
吸着材やヒ素吸着材として利用可能である。
【００３８】
　金属、半金属を吸着させた後の吸着材は、溶離剤（例えば、無機酸や有機酸等の酸）に
接触させて金属、半金属を溶離させることで繰り返し使用が可能である。
【００３９】
　キレート形成基の導入の反応においてイソプロパノールや１，４－ジオキサン等の有機
溶媒を用いてキレート形成基を導入した吸着材（従来品）は、吸着材の表面の損傷が大き
く、繰り返し使用に限界がある。一方、本実施形態に係る吸着材は、水系の溶媒中で反応
を行っていることから、吸着材の表面の損傷が従来品と比べて小さく、耐久性が向上して
いる。
【００４０】
　以下に実施例を示し、さらに詳しく説明する。もちろん以下の例によって本発明が限定
されることはない。
【実施例】
【００４１】
＜実施例１＞吸着材の製造１
　ポリエチレン製の不織布基材にグリシジルメタクリレート(GMA)を電子線前照射法によ
ってグラフト重合し、GMAのグラフト鎖を導入した吸着材前駆体を準備した。吸着材前駆
体のグラフト率（グラフト重合の反応前後の重量増加により算出）は、143～145％であっ
た。次いで、界面活性剤の混合比率を変えた界面活性剤含有水溶媒を準備し、この界面活
性剤含有水溶媒に、Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミン（キレート形成基を有する化合物）を１
０％の比（重量比）で溶解し、これに吸着材前駆体を浸漬し、８０℃で所定時間反応させ
て、吸着材を得た。
【００４２】
　界面活性剤は下記のものを用いた。
・フッ素系界面活性剤（パーフルオロアルキルベタイン）
　製造した吸着材について、キレート形成基（グルカミン基）の転化率を測定した。その
結果を図１に示す。図１の横軸は、界面活性剤含有水溶媒中の界面活性剤の割合（wt%）
を示し、縦軸は、グルカミン基の転化率（mol/kg）を示す。
【００４３】
　なお、転化率は、下記式で算出することができる。以下の実施例についても同様にして
転化率を算出している。
【００４４】
　転化率[mol/kg]＝1000[(W2-W1)/(MW×W2)]
　ここで、W1は、反応前の吸着材の乾燥重量（つまり、吸着材前駆体の乾燥重量）であり
、W2は、反応後の吸着材の乾燥重量である。MWは、キレート形成基を有する化合物の分子
量である。Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミンの分子量は、195.21である。
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【００４５】
　この結果から、吸着材前駆体のエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物とを、フ
ッ素系界面活性剤含有水溶媒中で反応させることによって、吸着材前駆体にキレート形成
基を導入できることが確認された。また、界面活性剤を含有しない水溶媒中で反応させた
場合には、吸着材前駆体にキレート形成基がほとんど導入されないことも確認された。
＜実施例２＞吸着材の製造２
　ポリエチレン製の不織布基材にGMAを電子線前照射法によってグラフト重合し、GMAのグ
ラフト鎖を導入した吸着材前駆体を準備した。吸着材前駆体のグラフト率は、129～282％
の範囲であった。次いで、界面活性剤の混合比率を変えた界面活性剤含有水溶媒を準備し
、この界面活性剤含有水溶媒に、Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミンを１０％の比（重量比）で
溶解し、これに吸着材前駆体を浸漬し、８０℃で所定時間反応させて、吸着材を得た。
【００４６】
　界面活性剤は下記のものを用いた。
・ノニオン系界面活性剤（Span 20：ソルビタンモノラウラート）
　得られた吸着材について、キレート形成基（グルカミン基）の転化率を測定した。その
結果を図２に示す。横軸は、界面活性剤含有水溶媒中の界面活性剤の割合（wt%）を示し
、縦軸は、グルカミン基の転化率（mol/kg）を示す。
【００４７】
　この結果から、吸着材前駆体のエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物とを、ノ
ニオン系界面活性剤含有水溶媒中で反応させることによって、吸着材前駆体にキレート形
成基を導入できることが確認された。
＜実施例３＞吸着材の製造３
　ポリエチレン製の不織布基材にGMAを電子線前照射法によってグラフト重合し、GMAのグ
ラフト鎖を導入した吸着材前駆体を準備した。吸着材前駆体のグラフト率は、127～295％
であった。次いで、界面活性剤の混合比率を変えた界面活性剤含有水溶媒を準備し、この
界面活性剤含有水溶媒に、Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミンを１０％の比（重量比）で溶解し
、これに吸着材前駆体を浸漬し、８０℃で所定時間反応させて、吸着材を得た。
【００４８】
　界面活性剤は下記のものを用いた。
・ノニオン系界面活性剤（Tween 20：ポリオキシエチレンソルビタンモノラウラート）
　得られた吸着材について、キレート形成基（グルカミン基）の転化率を測定した。その
結果を図３に示す。横軸は、界面活性剤含有水溶媒中の界面活性剤の割合（wt%）を示し
、縦軸は、グルカミン基の転化率（mol/kg）を示す。
【００４９】
　この結果から、吸着材前駆体のエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物とを、ノ
ニオン系界面活性剤含有水溶媒中で反応させることによって、吸着材前駆体にキレート形
成基を導入できることが確認された。
＜実施例４＞吸着材の製造４
　ポリエチレン製の不織布基材にGMAを電子線前照射法によってグラフト重合し、GMAのグ
ラフト鎖を導入した吸着材前駆体を準備した。吸着材前駆体のグラフト率は、196%であっ
た。次いで、界面活性剤の混合比率を変えた界面活性剤含有水溶媒を準備し、この界面活
性剤含有水溶媒に、Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミンを１０％の比（重量比）で溶解し、これ
に吸着材前駆体を浸漬し、８０℃で３定時間反応させて、吸着材を得た。
【００５０】
　界面活性剤は下記のものを用いた。
・アニオン系界面活性剤（ラウリル硫酸ナトリウム（SDS））
　得られた吸着材について、キレート形成基（グルカミン基）の転化率を測定した。その
結果を図４に示す。横軸は、界面活性剤含有水溶媒中の界面活性剤の割合（wt%）を示し
、縦軸は、グルカミン基の転化率（mol/kg）を示す。
【００５１】
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　この結果から、吸着材前駆体のエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物とを、ア
ニオン系界面活性剤含有水溶媒中で反応させることによって、吸着材前駆体にキレート形
成基を導入できることが確認された。
＜実施例５＞吸着材の製造５
　ポリエチレン製の不織布基材にGMAを電子線前照射法によってグラフト重合し、GMAのグ
ラフト鎖を導入した吸着材前駆体を準備した。吸着材前駆体のグラフト率は、196%であっ
た。次いで、界面活性剤の混合比率を変えた界面活性剤含有水溶媒を準備し、この界面活
性剤含有水溶媒に、Ｎ－メチル－Ｄ－グルカミンを１０％の比（重量比）で溶解し、これ
に吸着材前駆体を浸漬し、８０℃で５時間反応させて、吸着材を得た。
【００５２】
　界面活性剤は下記のものを用いた。
・ノニオン系界面活性剤（Span 20：ソルビタンモノラウラート）
・アニオン系界面活性剤（ラウリル硫酸ナトリウム（SDS））
　得られた吸着材について、キレート形成基（グルカミン基）の転化率を測定した。その
結果を表１に示す。
【００５３】
【表１】

【００５４】
　この結果から、吸着材前駆体のエポキシ基と、キレート形成基を有する化合物とを、異
種の界面活性剤を含む水溶媒中で反応させることによって、吸着材前駆体にキレート形成
基を導入できることが確認された。
＜実施例６＞ホウ素吸着試験１
　上記実施例１～５と同様な方法で、グルカミン基を導入した各種の吸着材を製造した。
【００５５】
　pH3, 4又は5.8に調整された40mlのホウ素溶液(ホウ素濃度10ppm(mg/L))に、吸着材を1
時間浸漬させた後、ホウ素溶液中の残存ホウ素濃度（溶液濃度）を測定し、ホウ素吸着量
を算出することによりホウ素吸着性能を評価した。
【００５６】
　吸着量は、次式によって算出される。
【００５７】
　吸着量(mg/kg)＝｛初期濃度(ppm)-溶液濃度(ppm)｝×溶液量(40ml)÷乾燥重量(kg)
　表２にその結果を示す。表中“－”は未実施であることを示す。また、ホウ素吸着試験
に用いた吸着材の製造条件（グルカミン基を導入する反応に用いた界面活性剤含有水溶媒
、反応条件、固液比）、グルカミン基の転化率、この吸着材に使用した吸着材前駆体のグ
ラフト率をそれぞれ、表３に示す。なお、表中、フッ素系界面活性剤は、パーフルオロア
ルキルベタインである。
【００５８】



(9) JP 2014-83485 A 2014.5.12

10

【表２】

【００５９】
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【表３】

【００６０】
　表２の結果から、界面活性剤含有水溶媒を用いてグルカミン基を導入した吸着材は、ホ
ウ素吸着能を有していることが確認された。
＜実施例７＞ホウ素吸着試験２
　上記実施例１～５と同様な方法で、グルカミン基を導入した各種の吸着材を製造した。
【００６１】
　中性に調整された40mlのホウ素溶液(ホウ素濃度10ppm(mg/L))に、吸着材を1時間浸漬さ
せた後、ホウ素溶液中の残存ホウ素濃度を測定し、ホウ素吸着量を算出した。また、吸着
材を24時間浸漬させた後のホウ素吸着量も算出した。
【００６２】
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　表４にその結果を示す。また、ホウ素吸着試験に用いた吸着材の製造条件（グルカミン
基を導入する反応に用いた界面活性剤含有水溶媒、反応条件、固液比）、グルカミン基の
転化率、この吸着材に使用した吸着材前駆体のグラフト率をそれぞれ、表５に示す。なお
、表中、フッ素系界面活性剤は、パーフルオロアルキルベタインである。
【００６３】
【表４】

【００６４】
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【表５】

【００６５】
　表４の結果から、界面活性剤含有水溶媒を用いてグルカミン基を導入した吸着材は、ホ
ウ素吸着について、時間依存性を有していることが確認された。
＜実施例８＞ホウ素吸着試験３
　上記実施例１～５と同様な方法で、グルカミン基を導入した各種の吸着材を製造した。
【００６６】
　pH5.4に調整された40mlのホウ素溶液(ホウ素濃度10ppm(mg/L))に、吸着材を1時間浸漬
させた後、ホウ素溶液中の残存ホウ素濃度を測定し、ホウ素吸着量を算出した。また、吸
着材を24時間浸漬させた後のホウ素吸着量も算出した。
【００６７】
　表６にその結果を示す。また、ホウ素吸着試験に用いた吸着材の製造条件（グルカミン
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この吸着材に使用した吸着材前駆体のグラフト率をそれぞれ、表７に示す。
【００６８】
【表６】

【００６９】
【表７】

【００７０】
　表６の結果から、界面活性剤含有水溶媒を用いてグルカミン基を導入した吸着材は、ホ
ウ素吸着について、時間依存性を有していることが確認された。
＜実施例９＞ヒ素吸着試験１
　上記実施例１～５と同様な方法で、グルカミン基を導入した各種の吸着材を製造した。
【００７１】
　pH6.2に調整された40mlのヒ素溶液(ヒ素濃度1ppm(mg/L))に、吸着材を2時間浸漬させた
後、ヒ素溶液中の残存ヒ素濃度（溶液濃度）を測定し、ヒ素吸着率を算出することにより
ヒ素吸着性能を評価した。
【００７２】
　吸着率は、次式によって算出される。
吸着率(％)＝（初期濃度-溶液濃度）÷初期濃度×100
　表８にその結果を示す。また、ヒ素吸着試験に用いた吸着材の製造条件（グルカミン基
を導入する反応に用いた界面活性剤含有水溶媒、反応条件、固液比）、グルカミン基の転
化率、この吸着材に使用した吸着材前駆体のグラフト率をそれぞれ、表９に示す。なお、
表中、フッ素系界面活性剤は、パーフルオロアルキルベタインである。
【００７３】
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【表９】

【００７５】
　表８の結果から、界面活性剤含有水溶媒を用いてグルカミン基を導入した吸着材は、ヒ
素吸着能を有していることが確認された。また、従来品（吸着材３６）と同程度のヒ素吸
着能を有する吸着材を製造可能であることも確認された。
＜実施例１０＞ヒ素吸着試験２
　上記実施例１～５と同様な方法で、グルカミン基を導入した各種の吸着材を製造した。
【００７６】
　pH6.7に調整された40mlのヒ素溶液(ヒ素濃度5ppm(mg/L))に、吸着材を2時間浸漬させた
後、ヒ素溶液中の残存ヒ素濃度（溶液濃度）を測定し、ヒ素吸着率を算出することにより
ヒ素吸着性能を評価した。
【００７７】
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　表１０にその結果を示す。また、ヒ素吸着試験に用いた吸着材の製造条件（グルカミン
基を導入する反応に用いた界面活性剤含有水溶媒、反応条件）、グルカミン基の転化率、
この吸着材に使用した吸着材前駆体のグラフト率をそれぞれ、表１１に示す。
【００７８】
【表１０】

【００７９】
【表１１】

【００８０】
　表１０の結果から、界面活性剤含有水溶媒を用いてグルカミン基を導入した吸着材は、
ヒ素吸着能を有していることが確認された。
＜実施例１１＞
　ポリエチレン製の高分子不織布基材にグリシジルメタクリレートを電子線前照射法によ
りグラフト重合して、グラフト率196％の吸着材前駆体を製造した。この吸着材前駆体に
グルカミン基を導入した。グルカミン基の導入は、N-メチルDグルカミンを重量比で10％
溶解させたSpan20とSDSの水溶液中（水：Span20:SDS=90：5:5）で80℃で行った。導入率
（転化率）は時間とともに増加し、4時間で2mol-グルカミン基密度/kg-吸着材となり、そ
れ以降6時間では2.1mol/kgとなり、最適な導入時間は4時間であることがわかった。
＜実施例１２＞
　ポリビニルアルコール製の高分子繊維基材にグリシジルメタクリレートをγ線照射法に
よりグラフト重合して、グラフト率127％の吸着材前駆体を製造した。この吸着材前駆体
にグルカミン基を導入した。グルカミン基の導入は、重量比で5％のSpan20を水に溶解さ
せた10％N-メチルDグルカミン溶液中で80℃で1時間から19時間行った。導入率（転化率）
は、時間とともに増加し、6時間で1kgあたり2.2molのグルカミン基密度であった。6時間
以降は逆に導入率が低くなる傾向を示した。
＜実施例１３＞
　ポリプロピレン製の高分子不織布基材にグリシジルメタクリレートを電子線前照射法に
よりグラフト重合して、グラフト率122％の吸着材前駆体を製造した。この吸着材前駆体
にグルカミン基を導入した。グルカミン基の導入は、N-メチルDグルカミンを重量比で10
％溶解させたSpan20とSDSの水溶液中（水：Span20:SDS=90：5:5）で80℃で行った。導入
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